
（注）管工事許可業者と全管連所属業者の割合についての考察
✓ 令和元年度末で管工事業許可を取得している業者は８６，６８２社。主に管工事を営んでいる社とその割合が低い社が混在
✓ 「建設工事施工統計調査報告」（令和元年度実績）では、複数業種の許可をもつ業者のうち管工事に係る年間完成工事高が

多い業者を管工事業者として整理しており、その数は１５，７３２社。
✓ 一方、実態調査（２年３月とりまとめ）では全管連所属業者のうちで、管工事の完成工事高が過半である社は７２％であり、

所属業者総数にこの％を乗じると１１，０４７社。
✓ 大胆に言えば、主に管工事を行っている企業のうち、１１，０４７／１５，７３２＝７０％ が全管連に所属
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人材不足から見える管工事業界の課題
全管連専務理事 粕谷明博

1



決まっている, 

34.8%

決まっていない, 

42.5%

決まっていない

が候補者がいる, 

10.8%

自分の代で廃業

又は売却予定, 

5.4%

考えていない, 5.1%

無回答, 1.4%

経営者の後継者について

N=6,767

令和２年３月の全管連実態調査報告書より
スライド２～７まで

➢ 資本金額が５００万円未満の企業では廃
業・売却予定が１０．９％と高い値

➢ 前回調査（平成２７年３月）と比べると
「決まっている」＋「決まっていないが候補
者がいる」の割合が４８．３％から４５．
６％に減少

➢ 全管連所属業者数は今後も減少か
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女 性 従 業 員 数

０～１人 ２～４人 ５～９人 10～19人 20～49人 50人以上 合 計

従
業
員
数

０～１人 417 0 0 0 0 0 417

２～４人 1252 237 0 0 0 0 1489

５～９人 869 1183 9 0 0 0 2061

10～19人 207 1124 98 0 0 0 1429

20～49人 38 440 298 41 2 0 819

50人以上 2 14 90 99 75 55 335

合 計 2785 2998 495 140 77 55 6550

０～１人

7%

２～４人

23%

５～９人

31%

10～19人

21%

20～49人

12%

50人以上

5%

無回

答…

回答企業の従業員数

若 年 従 業 員 数

０～１人 ２～４人 ５～９人 10～19人 20～49人 50人以上 合 計

従
業
員
数

０～１人 397 0 0 0 0 0 397

２～４人 1403 73 0 0 0 0 1476

５～９人 1627 414 5 0 0 0 2046

10～19人 639 659 119 8 0 0 1425

20～49人 114 298 292 108 8 0 820

50人以上 11 11 35 85 113 80 335

合 計 4191 1455 451 201 121 80 6499

➢ 全管連実態調査報告（令和２年３月）
・１万５千社のうち、６千７百社回答
・従業員数９人以下の企業が約６割
・女性、若年者従業員の割合は少ない傾向
➢ 平成２８年度に技術者技能者の年齢分布を調査
（約１．７万人から回答）
・３４歳以下は１７％、５５歳以上は３０％
・資本金５千万円以上企業は３４歳以下は２１％、５５
歳以上は２４％ 3



採用予定があ

り採用でき

た, 33.1%

採用予定があったが採

用できなかった, 

29.1%

採用予定はな

かったし、採

用しなかった, 

34.1%

採用予定はな

かったが、採用し

た, 3.7%

若年者の採用状況

Ｎ=６，５６２

6.1%

1.9%

57.1%

13.4%

9.9%

36.3%

42.9%

49.3%

無回答

その他

建設業、管工事業の社会的イメージ

将来のキャリアアップの道筋が描けない

雇用が不安定

労働環境（作業場が遠い、危険）

残業の多さ、休日の少なさ

賃金水準

若者の入職促進上の課題

Ｎ=６，３５５
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4

50

37

610

215

943

1335

907

4

25

54

474

153

805

1499

494

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

特に行っていない

求人広告（WEB、求人誌）

社長・役員の縁故

知人・従業員の紹介

ハローワーク

学校への求人

求人方法別採用状況（企業数）

採用できた 採用できなかった

101

1178

25

43

511

489

108

342

147

1384

9

25

135

161

73

137

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

特に行っていない

その他

出前授業

企業説明会

インターンシップ

現場研修

現場見学会

在学生への採用活動と採用状況（企業数）

採用できた 採用できなかった
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3.0%

8.4%

44.2%

54.7%

17.6%

15.6%

49.9%

0% 20% 40% 60%

その他

人的・時間的余裕がなく社員

教育を行っていない

資格取得者等への手当

資格取得に対する支援

組合等が行う講習等

社内講習・研修等

業務を通じて教育

若手の育成方法(MA）

1.3%

37.8%

9.0%

13.3%

18.5%

10.6%

17.7%

0% 10% 20% 30% 40%

その他

特に取り組んでいない、

検討していない

教育訓練の実施

フレックスタイム、短時

間勤務制度等の導入

育児・介護支援

積極的登用・評価

積極的な採用

女性活躍推進のための取組(MA）
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完全土日休み, 

12.6%

４週８休, 

7.5% ４週７

休, 

4.4%

４週６休, 

34.1%

４週５休, 

9.0%

日曜のみ, 

13.1%

不定休, 2.6%

その他, 15.5%

休日の形態

令和２年３月 実態調査報告書より

週休取得を増やすために効果的なもの（MA）
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4.9%

12.8%

21.7%

30.4%

32.1%

34.9%

51.3%

62.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

ＯＪＴ教育に対する企業風土無し、指導者なし

経営に余裕がなく、従業員の育成経費の負担困難

業界の社会的認知度が低い

技能や経験に見合った処遇・賃金体系が未確立

現場が手一杯で人材教育までに手が回らない

若手人材を採用しても一人前になるまでに退職

計画的な従業員採用・育成の見通しが立たない

若手育成における課題

1.8%

4.6%

14.9%

26.9%

29.2%

37.6%

54.2%

85.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

特に支援策は実施していない

社内研修や勉強会を実施

有資格者を中途採用

社内外の講座受講に時間的配慮

社外講座や通信教育費用を負担

資格手当等を支給

検定・受験料を会社で負担

資格取得推進の取組

資格取得等に関する取組実態調査（平成２９年３月）より
（1,296社からの回答）
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若者入職促進のために

•悪質業者排除（チラシ、ステッカーなど／行政との連携 広報活動）

•指定工事店制度の適正運用

•業務内容の紹介（管工事って何）

•入職後のキャリアアップがイメージできるように（漫画などリクルート活動に資する資
料作成も検討）

•会社、組合のＨＰなどの充実

•工業高校等教育の場の充実

•その他

管工事業に対する社

会的イメージの向上

•キャリアアップシステムが有効に機能するように官民で連携

•公共工事設計労務単価の引上げ。配管工の労働生産性向上のための方策（作業効率向上
ツールの開発に期待、デジタル技術活用など

•適正利潤確保・・・円滑な設計変更 歩切根絶、最低制限価格制度等の適正運用

•その他

賃金水準アップ

•適正工期の確保、特に建築物で設備工事が後工程になり工期確保が難しいことを訴え続
けることが必要

•工事施工時期の平準化

•工事歩掛における休日に係る補正係数

•ＩＴ技術活用による作業効率の向上

•各種書類の簡素化、手続き・申請のデジタル化

•その他

残業減、休日確保
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➢ 行政・建設業界が連携して全体で取り組むべきこと
（例）

必要な投資額の確保
建設工事の進め方自体の改善
ＣＣＵＳの普及
地元管工事業者の指導育成 等

➢ 管工事業の全国団体として全管連が取り組むべきこと
（例）

国、関係機関の施策・取組動向を所属団体に伝達
管工事業の現状、特徴、課題を国等にきちんと伝達

…ＣＣＵＳにしても躯体系専門工事業と管工事業では対応が異なることなど
管工事分野における先進的取り組みの情報提供
技能向上等に関する事業の実施（所属企業社員のレベルアップ支援）
共通の素材（リクルート活動用資料など）作成、提供 等

➢ 個々の管工事業者として取り組むべきこと
（例）

それぞれの状況に応じた処遇改善（賃金、休日付与、福利厚生）等の実施 等

指定給水装置工事事業者制度、平常時及び災害時の施工体制
確保のためには健全な地元管工事業者の存在が不可欠

結びに－それぞれの取り組みが連動－各主体が取組強化
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